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テレワーク普及定着促進事業委託業務
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　テレワーク時もオフィスと働くときと同様に、労働基準法など労働
関連法案を遵守することが必要です。 
テレワーク時に適用できる労働時間制度や、その際に必要な労働時
間の管理方法、また、就業規則やテレワーク勤務規程を定める際に注
意すべき点を理解しておきましょう。 
　また、労働安全衛生の観点から、留意すべき長時間労働対策やテ
レワークをする労働者の自宅での作業環境管理についても、確認す
べきポイントを紹介します。 
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　就業規則の改訂および付属規程とし
ての「テレワーク勤務規程」の制定に関し
ては、法律に規定された手続に則って進
めることが必要です、労働者代表の意見
を聞くのはもちろん、例えばフレックス制
度導入のように労使協定締結が必要な
事項を追加する場合には、並行して協定
の締結も進める必要があります。 
 さらに、規程の届け出後は労働者への
周知を図り、テレワーク制度利用者はも

ちろん、その周囲の労働者にも制度の目
的や内容をしっかり理解してもらうことが
大切です。 
　また、テレワーク勤務規程の補足にあ
たる「社内運用ルール」については、最初
はやや厳格にスタートして、実施の様子
を見ながら柔軟度を高めていくなど、必
要な改訂を適宜進めながら適切に運用
していきましょう。 
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Answer  

 

東京都の人材派遣業B社（社員約30名）は、ワークライフバランスを高める働き方を
実現するために、2015年ぐらいから全社員を対象としたテレワーク制度の導入を推
進してきました。併せてテレワークでも滞りなく業務が進むように、ペーパーレスや
業務進捗の見える化などを積極的に進めました。結果としてテレワークの時だけで
なく出社の時も業務が効率化し、月平均の社員一人当たりの残業時間は25.1時間か
ら15.2時間と、4割も削減できました。 

テレワーク時は、労働者が通常勤務とは異なる
環境で仕事をするため、労働時間制度と労働
時間の管理方法について労使間で確認し、
ルールを決めておくことが必要です。

テレワークでは以下のすべての働き方が、通常
勤務と同様に適用可能です。 

（※1） 労働者が労働時間の全部または一部について事業場外（テレワーク）で仕事をした場合、
    使用者の具体的な指揮監督が及ばず「労働時間を算定することが困難」なときに適用されます。
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　在宅勤務時には、通院や授業参観などのために一定程度労働者が業務から離れ

る時間（＝「中抜け」）を希望するケースがよくあります。中抜け時間が、労働者が

労度から離れて自由に利用することが保証されている場合、その時間を休憩時間

や時間単位の年次有給休暇として扱うことが可能です。もし、就業規則で始業・終

業時間の繰り上げ繰り下げが認めている場合には、中抜けにより不足したその日の

所定労働時間を、時間をずらして補うこともできます。 
（労働安全衛生規則第44条）

（労働安全衛生法第66条の８）

（労働安全衛生法第66条の10）

2019年4月の改正法施行で裁量労働者も「労働時間の状況」把握が義務に
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